
軽減税率対策補助金
中小企業・小規模事業者など消費税軽減税率対策補助金

複数税率対応として、２つの申請類型があります。

Ａ型 複数税率対応レジの導入等支援
複数税率に対応できるレジを新しく導入したり、
対応できるように既存のレジを改修したりすると
きに使える補助金です。 ※レジには、POS機能を
有していないレジ、モバイルPOSレジシステム、
POSレジシステムなどを含みます。

Ｂ型 受発注システムの改修支援
電子的な受発注システム（ＥＤＩ / ＥＯＳ等）を
利用する事業者のうち、複数税率に対応するため
に必要となる機能について、改修・入替を行う場
合に使える補助金です。

レジ ・ 導入型

レジ ・ 改修型

モバイルＰＯＳレジシステム

ＰＯＳレジシステム

受発注システム ・ 自己導入型

中小企業 ・ 小規模事業者等が自らパッケージ製
品 ・サービスを購入して導入して受発注システム
を改修 ・入替する場合の費用を補助対象とします。

受発注システム ・ 指定事業者改修型

システムベンダー等に発注して、受発注システムを
改修 ・入替する場合の費用を補助対象とします。

Ａ-１型

Ａ-２型

Ａ-３型

Ａ-４型

Ｂ-２型

※ 本補助金の詳細については、ホームページをご確認下さい。

http://kzt-hojo.jp/ 

（参考）詳細情報は、軽減税率対策補助金事務局ホームページにてご確認下さい。
http://www.chusho.meti.go.jp/zaimu/zeisei/2018/180109zeiritu.htm

軽減税率対策補助金の補助事業の完了期限が2019年9月30日まで延長されました。
また、補助金の申請受付期限は2019年12月16日まで延長となります。

Ｂ-１型

2019/1/9

《 申請受付期限 》

軽減税率対策補助金とは
消費税軽減税率制度（複数税率）への対応が必要となる中小企業・小規模事業者等の方々が、複数税率
対応レジの導入や 受発注システムの入替や改修などを行うにあたって、その経費の一部を国が補助す
る制度です。

・補助対象期間（対象となる製品の導入期間） ： 2019年9月30日まで

Ａ-１型（4種類） Ｂ-２型及び

・補助金交付申請受付期限 ： 2019年12月16日（消印有効）

Ｂ-１型 受発注システム ・ 指定事業者改修型

・補助対象期間（対象となる製品の導入期間） ： 2019年9月30日まで
・補助金交付申請受付期限 ： 2019年6月28日（消印有効）

・事業完了報告書受付期間 ： 2019年12月16日（消印有効）
※受発注システムの改修・入替を完了(支払いの完了を含む)

交付申請から交付決定まで2ヶ月かかる場合がございます。製品の導入期間を考慮し、早めの申請お願い致します。



《 お問合せ先 》

Ｂ‐１型 受発注システム・指定事業者改修型

システム改修範囲の概念図

（例） スーパーカクテル シリーズ（販売 / FOODs 等）は、
補助対象経費（購入費用の1/2）となります。

ＥＤＩ/ＥＯＳの伝送フォーマット変更または仕様変更に伴う
プログラム改修部分が補助金の対象となります。

（A） 電子的受発注システム（EDI/EOS等）
（B） 商品マスタ
（C） 発注・購買管理
（D） 受注管理

《 対 象 》 ･･･ 補助対象経費金額

《 対象外 》

（１） 対象企業の要件確認 （ポイント）

① 中小企業支援法に規定する事業者であること
② 取引先間でＥＤＩ/ＥＯＳ等の電子的受発注システムを既に導入済み

または、取引先の要請により新規にシステムの導入を行う場合
③ 現在利用している受発注システムが複数税率に対応していないこと
④ システムの入替や改修を指定ＳＩ事業者へ発注を行うこと
⑤ 複数税率対応に伴い、必要となる改修・入替作業範囲が補助対象であること

（２） 補助対象範囲 （対象、対象外）

① EDI/EOS 受発注システムの入替・改修に係わる作業費用（人件費）
※ 基本・詳細設計、開発、テスト、移行、環境構築など

② 入替に伴うパッケージ製品購入費用
※ 補助対象範囲の場合（EDI/EOSｼｽﾃﾑ等） ･･･ 購入費用 100%

補助対象範囲外を含む場合 （ 販売管理ｼｽﾃﾑ等 ） ･･･ 購入費用 50%

③ ハードウェア及びソフトウェア（OS、データベース）などの物品購入費用

① 複数税率対応以外の改修・入替に要する費用
② 発注・購買、受注、商品マスタ、EDI/EOS等の通信機能のいずれも含まないシステムの改修費用

（例） 自社請求書 「区分記載方式」の改修 ⇒ 対象外
請求時消費税一括計算 の改修 ⇒ 対象外

③ 企画、要件定義にかかる費用 ( 打合せ、事前説明会、レビューなども対象外となります )
④ 通常保守契約で対応可能な改修費用
⑤ ハードウェアおよびソフトウェアの保守費用、月額払いなどのサービス利用料
⑥ 既存システム等の撤去、除去費用
⑦ 交通費、会議費等の諸費用やハードウェアの入替のみに係る費用、消費税。

（３） 補助金の補助率と上限金額 ※ 同一申請者から複数申請があった場合は、合算した補助金額に対し上限額が適用される。

● 補助金交付申請額 ： 補助対象経費合計の ３/４ （補助率） ※2019年1月4日より補助率引き上げとなりました。

● 補助金の上限額… 発注システムと受注システムの両方の場合は、上限 １，０００万円（最大）までとなります。

・ 発注システムの場合 ： １，０００万円
・ 受注システムの場合 ： １５０万円

（注） 本補助金事業と他の補助金制度との併用は出来ません。

http://www.uchida-it.co.jp/info/keigenhojo.html お問い合わせフォームより受付

軽減税率対策事務局

※請求書の区分記載方式への

改修は今後「C型」にて

補助対象となる見込みです。
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